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移転をはかり長期的な産業競争力の基盤を築く方策を検討した。   - 1 -
１．はじめに 
わが国の研究費は 2002 年度には 16 兆 6751 億円に達した。1990 年代の初めには、経済
の低迷のなかで研究費の伸びは鈍化し、1993 年度には統計を取り始めて以来、初めて前年
を下回った。1994 年度も引き続き低下をつづけた。しかしその後、1995 年度は対前年比で
６％の増加を記録し、再び前年割れとなった 1999 年度を除くと 1990 年代後半は増加を続
けた。さらに、2003 年度には「試験研究費総額の一定割合を税額控除する制度」が創設さ














成した。米国ではこの比率は 1970 年において約 0.6%強だったが、その後低下し、80 年台
にはいり上昇、80 年代なかば以降 0.8%前後で推移している。 
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図－１  労働力人口に占める研究者の割合 
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0.6%強増大させることが必要になる。日本の GDP が約 500 兆円であるから、3 兆の研究費
の増加が必要ということになる。研究費の約 4 割が人件費であるから、 “研究開発の技術”
が一定とすると、1 兆 2 千億円の人件費増加ということになる。研究者の人件費を 1 千万

















































ち、2002 年に Sir Gareth Roberts が財務省の報告書で英国の科学技術者の供給に関しての
懸念を表明した。 この報告書は Roberts Review  として広く知られている。 また、 政府は 2002
年 7 月の白書‘Investing in Innovation’ においてこの問題を取り上げた。さらに 2003 年、





                                                      






の専門的な資格となる(Roberts 2002)。図－２は 1998 年から 2003 年にかけての、科学技術
の関連の学部と社会科学関連の学部の入学者の分布のグラフである。 
 






















































      資 料 ） HESA 
学部教育を支える資金には 3 種類ある。すなわち、親からの援助、ローン、スポンサー
シップである。この中で主要な資金源は政府によるローンである。1990 年の教育（学生ロ
ーン）法に基づいて、Student Loans Company が設立されている。現在、学生は学年によっ
て、5,500 ポンド（ロンドン）から 4,095 ポンド（ロンドン以外）を借りいれることができ
る （2004 年度の場合） 。 学生ローンを利用している学生の比率は 1990 年度の 28％から 2001
年度には 81 パーセントに上昇している。卒業（6 月）の次の 4 月から、年間 10,000 ポン
ド（あるいは週 192.99 ポンド、月 833.33 ポンド）以上の収入がある人は、給料の 9 パー
セントを内国歳入庁に直接支払う、という形で返済していくことになる。政府は最近、大
学が 2006 年から年間 3000 ㍀まで学費を課すことができるとする高等教育法案を提出した  - 6 -
が、 これと同時に、 返済をしなければならない所得の水準を引き上げるという提案をした。
この法案は７月１日に議会を通過している。 2005 年の 4 月からは返済しなければならない
最低限の所得が引き上げられ、年 15,000 ポンド（週 288 ポンド、月 1,250 ポンド）以上と
なった。さらにこのほかに、地方政府による給付も存在する。 
2005 年においては大学は新入生にたいし、1,150 ポンドを上限として授業料を徴収する
ことが可能である。しかし、親の年収が 21,475 ポンド以下の場合は無料、21,145 ポンドか
ら 31,972 ポンドの間の場合は一部免除、 31,973 ポンド以上の場合は全額を支払うこととな
っている。また、1997 年に政府は高等教育への奨学金を徐々に削減していくという方針を








るもので、 大学や高等教育機関によって実施される。 例えば、 ティーサイド大学と BASF、




いる。最も新しい統計によると、2000 年から 2003 年にかけ、高等教育機関が提供してい
るコースの Foundation Degree の学生は 8,760 人に上る。ただし、このコースがあまり知ら
れていないこともあり、政府はこのコースを広く知らしめるためにキャンペーンをする予
定であるとされている  （Wagner 2004） 。 
さらに、学部学生が産業で実地の経験をする方法は二つある。その第一は、サンドイッ
チ・ディグリー（Sandwich Degrees）とよばれるもので、学生が 2 年間の学部での勉強を
終えたあとに、最長一年間、企業で働き、その後、再度、大学に戻りコースを終了する、
というもので、 学業の間に実際の経験をはさむのでサンドイッチという名前がついている。
                                                      
2  ＜http://www.foundationdegree.org.uk/＞ 
4  <http://www.step.org.uk/>   - 7 -
このコースを希望し応募した学生のなかから選抜が行われる。例えば、カーディフ大学の




第二は、 シェル ・ テクノロジー ・ エンタプライズ ・ プログラム （Shell Technology Enterprise 
Programme、 STEP)
4  である。このプログラムは 1986 年、シェル石油の英国コミュニテ





プランの分析などを行う。 学生は企業から約 1,400 ポンド （週 175 ポンド）   が支払われる。
このプログラムは、学生に中小企業の中で働くことを奨励する一方で、学生のビジネスへ















雇用主の求めていることがコースのデザインのなかに反映されるように、その資金提供の  - 8 -
方法を見直すことが必要だとしている(Lambert ,2003)。 
 























上位の大学  1.1%  4.1%  0.4%  3.6%  9.2% 
中位の大学  3.6%  4.6%  0.7%  1.6%  10.5%
下位の大学  1.8%  7.3%  2.2%  0.7%  12.0%
（Source: HE-BI survey 2003 and HESA student record 2001-02） 
 
学部教育の産業との関連性については、英国の高等教育の拡大や学部レベルでの科目内
容の多くについて批判的な意見もある(例えば経営者団体である Institute of Directors が
2002 年に出したイギリスの教育についてのレポート, Institute of Directors 2002)。ランバー
トによると、企業は概して採用した学生の質には満足しているものの、企業が必要として
いるスキルと大学が提供しているそれとの間にはミスマッチがある場合もあると感じてい






英国では毎年約 10,000 人の学生が科学技術の PhD コースに進む。博士号を取得する人
の数は 1995 年度から 1999 年度にかけて 18％増加し、 なかでは社会科学や法律分野の分野
                                                      
5  大学の研究集約度は、その大学の総収入に占めるリサーチ・カウンシルからの研究資金とＯ
ＳＴからの研究費の合計の割合として計算され、 これにもとづいて大学が 3 つのグループに分
類されている。   - 9 -
がもっとも大きな伸びを示している。医学分野での博士号取得の人数は毎年 600 人ずつ増
えているが、他方で英国に定住している学生で理学の博士号を取る学生の数は 95 年から
99 年にかけて 9％減少している(Roberts, 2002)。  図－３は科学技術分野を学ぶ大学院生の
数の分野別の変化をしめしている。 
 









































































ないかと言う懸念ももたれている（Institute of Physics 2000; Royal Academy of Engineering 
2000; Schneider and Rodd 2001)。Roberts Review は大学院生の奨学給付金は税引き後で平均
的な大学院卒の給料と同水準になるまで増やすべきだとしている  (Roberts 2002)。科学技
術分野の博士課程の大学院生の３分の１に当たる院生に奨学給付金を支出している各リサ
ーチ・カウンシルはこれをうけて給付金を増加させている(Roberts, 2002)。PhD の学生に対
する資金援助の水準は 2004 年度の 10,500 ㍀から 2006 年度の 12,300 ㍀へと上昇している











はサセックス大学のコンピューター科学の学生 30 人を MSc の期間中にパートタイムで雇
用し給料を支払い、その中のもっとも優秀な学生を何人か採用している(Lambert, 2003)。 
 
大学院教育は、 講義を受け単位をとる taught degrees(MSc)と研究者になるための research 
degrees(M Phil と Ph.D)の２つに分かれる。MSｃ（Master of Science）は一年間の taught 














                                                      
6   taught  science/engineering  masters の学費は、英国およびＥＵ出身者の場合およそ 3,000 ポンド、それ以外
の外国人の場合にはおよそ 11,000 ポンドである。   - 11 -
のコースの院生はおよそ4分の3の時間を協力企業において過ごすことが求められている。  
The Council for Industry and Higher Education(CIHE)はこのプログラムを大学院におけるキ
ャリアトレーニングの魅力を増すのに成功したプログラムだと評価している(CIHE 2003)。
2002 年度現在、EngD の院生は 409 人おり、このコースのために 440 万ポンドが支出され





つある。Knowledge Transfer Partnership 制度  と Collaborative Awards in Engineering and 





Teaching Company Scheme である。この Teaching Company Scheme という名前では教師の訓













2004 年 1 月現在、889 の Partnerships と 1,000 人以上の KTP  Associates が主に貿易産業
                                                      
7  < http://www.ktponline.org.uk/> 
8  1977 年に企業や公的な研究機関のスタッフも含まれることとなった。.   - 12 -
省を通じて財政支援されているほか、研究機関や地域開発庁やその他の地域経済振興団体
などの組織から KTP プロジェクトについての補助金が各大学に支払われ、 さらに残りは企
業によって支えられている。 2003 年度の新たなＫＴＰプログラムに対する政府の補助金
は 2,430 万ポンドである。これに加えて、このプログラムに参加している企業から 3,800
万ポンドが支出される(TCS Annual Report 2002/3)。各プロジェクトのコストは Associate の
数やプロジェクトの期間の長さ、参加企業が中小企業かどうか、以前の KTP での経験があ
るか否か、などをもとに計算される。例えば、80,000 ポンドのプロジェクトでは、パート
ナー企業の出資は一人の KTP  Associate あたり 32,000 ポンド（企業の従業員 250 人未満
の場合）か 48,000 ポンド（企業の従業員が２５０人より多い場合）である。表２は KTP
のプロジェクトの例である。 
 
表-２  KTP  プログラムの例 
Three Examples of the KTP Scheme 




































    資料；http://www.ktponline.org.uk/aspx/public/search.aspx 
 
2002 年度にプログラムに参加した学生のうち、 36％が工学の、 次いで 17％が理学のバッ
クグラウンドを持った人々だった。参加企業は、15％が従業員 10 人未満の小企業で、42％
が従業員 10 人以上 50 人未満の規模の企業、そして 32％が従業員 50 人以上 250 人未満の
中企業で、11％が大企業であった(TCS Annual Report 2002/3)。2003 年度においては、267
人の Associate がプロジェクトを終了した。そのうちの 69％はそのプロジェクトをおこな




表-３  ティーチング･カンパニースキームの概要 
     
大学の研究集約度によるグ
ループ    






大学  計 
2001-02  405  380  200  985  TeachingCompanyProgrammes 
の総数  2000-01  360  379  152  891 
2001-02  438  418  204  1,060  Teaching  Company  Associates
の総数  2000-01  404  400  165  969 
2001-02  302  293  157  752  地域内のパートナーとの
TeachingCompanyProgrammes   2000-01  251  247  141  639 
2001-02  324  310  154  788  地域内のパートナーとの
Teaching Company Associates   2000-01  281  266  151  698 
注；大学の研究集約度によるグループについては表－1 および注７参照 
    資 料 ； HEFCE (2004) 
 
KTP プログラムの実施体制は以下のようになっている。 KTP のスキームは貿易産業省の
責任によって実施されるが、実際の日常的な運営は Technology Transfer and Innovation 
Limited (TTI)  社に委託されている。 TTI 社はこの種のサービスのアウトソーシングの受け





大学院レベルにおけるもうひとつの主要なプログラムは CASE  とよばれるプログラム
である。CASE(Collaborative Awards in Science and Engineering)プログラムにおいては、学生
は大学と企業のスーパーバイザーの下で研究し博士号を得る。コースの財政支援の大部分
はリサーチ・カウンシルからおこなわれ、そのほかに企業も追加的な資金を負担する。財
政支援は PhD の期間の３年間にわたって行われる。CASE  プログラムのなかの Industrial 




る場合もある(EPSRC 2004)。2003 年度に EPSRC は 690 万ポンドを CASE プログラムに、
660 万ポンドを Industrial Case プログラムに支出した。BBSRC は 200１年度に４８９万ポ
ンドを CASE プログラムに、316 万ポンドを Industrial  CASE プログラムに支出している
(BBSRC 2002)。 
 





2000-01  1999-00  2000-01  1999-00 
上位の大学  1,504  1,574  396  408 
中位の大学  101  105  33  61 
下位の大学  7  8  3  3 
総計  1,612  1,687  432  472 







は 200 以上の組織が携わっている。 
KTP と CASE のプログラムは多くの人によって成功していると評価されている(Howells, 




・38％の企業が新しい技術を生み出したとしており、さらに 45％が技術開発において重要  - 15 -
な進展をうみだしだとしている 
・94％の企業が KTP をほかの企業にも勧めるとしている 
 
ランバートのこの報告書では、政府がこの取り組みをもさらに積極的に広めるべきだと
している。CASE に関しては、議会の下院の科学技術委員会による EPSRC のレビューにお
いて“これはすでに確立された、成功したスキームである”としている。企業からも、こ
のスキームは“大企業にとっても中小企業にとってもリサーチ ・ カウンシルと共同で働くこ











クセレンスとイノベーション」を受けて、2001 年に HEFCE は、大学の研究者に技術移転
と産業との協力を促すために開始された。 2001 年 8 月から 2005 年 7 月の間に 11 人の大学
の研究者がこれを受け、合計 110 万ポンドのフェローシップが支出されている。フェロー
シップの受領者は４年の間、年間 25,000 ㍀を受け取る。表５は、参加している 3 つの機関
とフェローシップの例である。 
表―５  ビジネス・フェローシップの例 
Three Examples of Business Fellowships  
大学  受領者  内容 
Bournemouth University  Mr Jim Roach, 





Brunel University  Professor Clive Butler, 
Chair of Innovation 
小規模ビジネスについて、ビジネスプランの開
発や評価、資金調達についてのセミナー開催。
University  College  London  Mr Alan Penn, 
Reader  in  Design  Computing/ 








                                                      
9 <http://www.hefce.ac.uk/reachout/busfellow/>   - 16 -
ビジネス・フェローシップ・プロクラムにくわえ、多くの別の組織でも産学間の人材交
流の機会を提供している。  EPSRC は CASE に参加しているのに加えて、最近 EPSRC の共
同トレーニング・アカウントに移されたリサーチ・アシスタント・インダストリー・スキ



















Professors in the Principles of Engineering Design） という制度を始めた。 この客員教授制度は
企業の技術者が 3－5 年にわたって年間 15 日程度を大学で過ごすというものである。1997
年までにこの制度のもとで 44 の大学において 140 人の客員教授が任命された。 ひとつの大
学に異なる分野の 3 人以上の客員教授がいるのが望ましいとされる。1998 年には、持続可
能な発展のため工学デザインの客員教授(Visiting Professors in Engineering Design for 
Sustainable Development)という第 2 のスキームが開始されている。 
さらにこれ以外にも王立工学アカデミーは産業と大学の間の人の流動性を高めるための
さまざまなプログラムを実施している。Industrial Secondment Scheme は大学のレクチャラ
                                                      
10  < http://www.epsrc.ac.uk/website/default.aspx?CID=6685&ZoneID=3&MenuID=754＞   - 17 -
ーが企業に 3 ヶ月から 6 ヶ月、出向することにより自らの研究の産業での応用可能性につ
いて実地に経験するもので、王立工学アカデミーがその間の代わりのレクチャラーのサラ
リーの一部または全部を支払う。ExxonMobil Engineering Teaching Fellowships は、化学工








奨学制度を管理している。 Panasonic Trust Awards （松下電器による） 、 Sir Angus Paton Bursary, 
Sir Henry Royce Bursary  などがこれにあたる。 
リサーチ・カウンシルはまた、企業にすでに雇用されている研究者が、大学院のコース






数は増加しており、 このタイプのコースからの収入は 2001  年から 2002 年にかけて 12.5％
増加している(HEFCE 2002)。しかしながら、現時点では大学は付加的な収入を確保する手
段としてこのような企業が参加する専門的なコースを十分活用しているとはいえない。
CIHE は貿易産業省のデータから、英国の産業は年間 230 億ポンドを人材開発のために支
出していると推定しているが、英国の大学はこのマーケットのうちの 2 億 5 千万ポンドし









































とつとして模倣されていくまでになった。 人材育成、 産学連携に関しても、 海外のベスト・
プラクティスから学び適切な形で日本に導入することを検討すべきである。産業界も自ら
の国の大学に対し、 長期的な視野にたち支援していくことを積極的に行うことが望まれる。  
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